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１．様式１・２・３の入力ファイル概要

再エネ水素

【様式1-〇】応募申請書 【様式2-〇】実施計画書 【様式3-〇】経費内訳

応募する事業の名称であるか
を確認してください。

応募用紙は1つのエクセルファイルで構成されています。
希望の事業のファイル構成であるか確認のうえ、ご利用ください
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１．様式１・２・３の入力ファイル概要

再エネ水素

【各事業の様式】
各事業の様式は、以下のようになっています。
応募の案件に合致した様式を使用してください。

1_1-3_H2Station

2_1-3_H2Hosyu

3_1-3_H2Forklift_bus
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２．ア【様式1】応募申請書

再エネ水素

印

【様式2】で記載いただく内容が
【様式1】に転記されます。
（【様式1】上での記入は不要）

日付をご記入ください。

代表者印を
押印のうえ、提出ください
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３．ア【別紙1】暴力団排除に関する誓約事項

再エネ水素

日付をご記入ください。
（和暦（平成）で記載ください）

印

代表者印を、
押印のうえ、提出ください。

【様式１】に記載の事業実施の
代表者を記載ください。

※地方公共団体の提出は不要
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４．イ【様式2】実施計画書－１

再エネ水素

『項目』 『記入すべき内容について』

※左記記入欄に記入すべき内容
の説明及び注意点

『記入するセル』
※実際に入力するセル
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４．イ【様式2】実施計画書－２

再エネ水素

様式2の【事業実施の代表
者】及び【事業の窓口とな
る方】のセルは様式1の申
請者及び担当者欄に転記さ
れます。

・着色セルに必要事項を記入してください。（空欄がないようすべてに記入してください）
・数値入力欄には“半角”で記入してください。
・「様式2」ワークシートは、他のシートとの間で情報相互利用していますので、

ワークシートへの取り出し等編集しないでください。



8

４．イ【様式2】実施計画書－３

再エネ水素

別紙として参考資料等を添付した場合の記入の仕方

数値入力を求めているセルに半角で
数値入力すると、単位も表示されます。
全角文字では表示されません。

※様式の欄には、参照先の資料番号が判るように記入してください。
※参考資料は、検索しやすいように資料番号（インデックス）をつけてください。
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４．イ【様式2】実施計画書－４（印刷時の注意事項）

再エネ水素

印刷プレビュー画面で、横幅がＡ４サイズに収まっていることを確認
して印刷してください。（記入説明部分の印刷は不要です。）

印刷時に文章が途
中で切れていないか
確認のうえ、文字切
れがある場合はセル
高さを調整してくださ
い。



• A４ １～２枚程度
• 事業を実施する地域（広域・
詳細）がわかるようにすること

５．イ【添付１－１】地図・仕様書・見取り図等－１

10

△△市 東部にて実施

広域

詳細

再エネ水素

事業実施地域の地図
【添付1-1-1】
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５．イ【添付１－１】地図・仕様書・見取り図等－２

再エネ水素

設備の詳細（仕様書、見取り図、図面等）を添付ください。

【添付1-1-2】

【添付1-1-3】

【添付1-1-4】



各事業で提出を求めている資料及び導入する
設備の仕様書や図面等、申請書に記載した内
容の根拠となる資料など。

【様式2】に記載の資料番号を記載のこと。

12

６．イ【添付1-2】その他

再エネ水素
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７．イ【添付1-3】ハード対策事業計算ファイル－１

• 本ファイルは、環境省が実施するエネルギー対策特別会計における各種
事業を対象とする、統一的・定量的な効果測定手法により、CO2削減
効果を推定することを目的としています。

• 再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進事業においても、
「ハード対策事業計算ファイル」によりCO2削減効果を推定し、その推
定結果に基づいて事業提案を行ってください。

• 本ファイルにより得られたCO2削減効果を実施計画書に記入してください。

• 詳しくは、地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック（平成29年2月
環境省地球環境局）を参考にしてください。

水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進事業

再エネ水素



単位

［年］

【導入機器の燃費、および走行距離または使用時間の設定根拠】

導入前 導入後

0.00 0.00 2.32 0.00

0.00 0.00 2.58 0.00

0.00 0.00 0.579 0.00

0.00 0.00 3.00 0.00

0.00 0.00 1.67 0.00

0.00 0.00 2.23 0.00

0.00 0.00 2.70 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 2.46 0.00

0.00 0.00 2.71 0.00

0.00 0.00 3.00 0.00

0 0 1.00 0

0.00 0.00 2.29 0.00

0.00 0.00 2.26 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00

0.00

[kgCO2/年] [tCO2/年]

[kgCO2] [tCO2]

-

kgCO2/年/台

その他 ☆/年 kgCO2/☆ kgCO2/年/台

事務局確認用

0 ＝ 累計CO2削減量 0.00

法定耐用年数

年間CO2削減量 0.00＝

B・C重油 L/年 kgCO2/L kgCO2/年/台

年間CO2削減量 0

A重油 L/年 kgCO2/L

水素 kg/年 kgCO2/kg

kg/年

kgCO2/年/台

kgCO2/年/台

ジェット燃料油 L/年 kgCO2/L

kgCO2/年/台

kgCO2/年/台

結果（CO2削減効果）

kgCO2/年/台

kgCO2/年

kgCO2/年/台

kgCO2/年/台

LPG（重量ベース）

CNG N㎥/年

削減原単位[kgCO2/年/台]

単　位

kgCO2/年/台

kgCO2/年/台

ガソリン L/年

バイオエタノール（E3） L/年

モーダルシフト

kgCO2/年/台

kgCO2/年/台

選択してください

所定のエネルギー種別以外のエネルギー、または水素を使用する場合は、所定の項目に導入前後の年間エネルギー消費量と排出係数を記入してください。また、調達
した水素のライフサイクルでの排出係数がわかる場合は、記入してください。

kgCO2/L

L/年 kgCO2/L

kgCO2/年 -

累計CO2削減量

従来機器の燃費の取得方法 カタログ値

kgCO2/L

kgCO2/kWh

L/年 kgCO2/L

導入機器の「燃費」と「走行距離または使用時間」の設定根拠を記載してください。参考にした文献やカタログ等の資料がある場合は、資料名、発行年、発行者、URL等
を記載してください。

年間CO2削減原単位

導入機器あたりのCO2削減効果（CO2削減原単位）

エネルギー
種別

年間エネルギー消費量
排出係数

L/年 kgCO2/L

LNG kg/年 kgCO2/kg

LPG（体積ベース）

電力 kWh/年

kgCO2/kg

kgCO2/Nm3

kgCO2/年/台

バイオディーゼル（B5)

事業開始前のベースラインとなる導入

単位あたりの年間エネルギー消費量を
記入してください。

事業開始後の導入単位あたりの年間エネ

ルギー消費量を記入してください。

法定耐用年数

導入機器の燃費
例）ABC自動車オンラインカタログ2016年版より
http://www.abc.atomobile.co.jp/catalog2016

1台あたりの年間

走行距離または
使用時間

軽油

記入してください

事業による導入量

想定される導入機器単位あたりの年間走行距離または使用時間を記入してください。また、モーダルシフトはデフォルト値が表示されます。

-

導入機器の燃費

選択してください
補助対象となる「導入機器の区分」をプルダウンから選択してください。
なお、「モーダルシフト」を選択した場合は、「削減される燃料種」と「使用する燃料種」どちらも

「モーダルシフト」を選択してください。

削減される燃料種
従来機器の燃費の

取得方法
カタログ値従来機器の燃費 記入してください

「削減される燃料種」を選択してください。

(標準燃料種の参照値が表示されます。)

「従来機器の燃費」を記入してください。なお、モーダルシ
フトの燃費を記入する場合は小数点第3位を四捨五入し

てください。
(従来機器の燃費参照値が表示されます。)

燃費の単位 -

選択してください

「従来機器の燃費の取得方法」を「カタログ値」もしくは

「実燃費」から選択してください。

選択してください

国税庁が発表している耐用年数表を参考にして、法定耐用年数を整数で記入してください。不明である場合は、想定使用年数を記入し、右の選択肢において「想定使用
年数を入力」を選択してください。

1台あたりの年間走行距離または使用時間 記入してください

地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック　補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル

事業者名 ○×工業株式会社

入力する数値に関しては、必要に応じて計算ファイル内で表示されている小数点の位まで入力することとし、それ以下の小数点については四捨五
入することとする。

C.輸送機器

導入機器の区分

例）昨年度の社用車の使用ログデータを引用

燃費の単位 -

補助対象となる「導入機器の名称」を記載してくださ

い。
「使用する燃料種」を選択してください。

「導入機器の燃費」を記入してください。なお、モーダルシ
フトの燃費を記入する場合は小数点第3位を四捨五入し

てください。
（燃費の単位は自動的に選択されます。）

導入機器数 記入してください 台 導入機器数と単位を記入してください。

記入してください

燃費参照値

-

導入機器の名称
例）ABC自動車製
○×△2016年モデル

使用する燃料種 選択してください

標準となる燃料種

-

[1] 導入区分、従来機器の燃費

[2] 導入機器の燃費、導入量

[3]設定根拠、導入量当たり
CO2削減量(CO2削減量原単位)

[4] 結果 (CO2削減効果)

７．イ【添付1-3】ハード対策事業計算ファイル－２

再エネ水素 14
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７．イ【添付1-3】ハード対策事業計算ファイル－３

事業実施の団体名を
記入すること

導入機器の区分を

プルダウンより選択
すること。

削減される燃料種を
プルダウンより選択
すること。

従来機器の燃費を記
入すること。

従来機器の燃費の

取得方法を選択する
こと。

[1] 導入区分、従来機器の燃費

再エネ水素
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[2] 導入機器の燃費、導入量

導入機器の製品名、
モデル等を記入すること。

導入機器の燃料種を選
択すること。

導入機器の燃費を記入
すること。

導入機器の数量を記入
すること。

年間走行距離または使
用時間を記入すること。

※国税庁のホームページから減
価償却資産の耐用年数を引用
フォークリフト：４年
バス（乗合自動車）：５年

７．イ【添付1-3】ハード対策事業計算ファイル－４

再エネ水素
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７．イ【添付1-3】ハード対策事業計算ファイル－５

※水素の排出係数の初期
値は「0」としているが水素
の調達先が特定されており、
ライフサイクルでの排出係
数が判明してる場合には青
枠内に入力する。

導入機器の１台あたり

の「年間走行距離または
使用時間」の設定根拠を
記入すること。

導入機器の燃費の設定
根拠を記入すること。

[3] 設定根拠、導入量当たりの
CO2削減量(CO2削減量原単位)

再エネ水素
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７．イ【添付1-3】ハード対策事業計算ファイル－６

[4] 結果 (CO2削減効果)

再エネ水素



19

８．ウ【様式3】経費内訳－１

再エネ水素

地域再エネ水素ステーション導入事業用様式
・1日当たりの水素製造能力100㎥未満

⇒【様式3-1】
・１日当たりの水素製造能力100㎥以上

⇒【様式3-2】

公募では設定して
いません。

プルダウンで選択
【様式3-1】（水素製造能力100㎥未満の場合）
へ数値等を入力する前に選択してください。
補助上限額が設定されます。

地域再エネ水素ステーション 地域再エネ水素ステーション導入事
業は、水素製造能力により経費内訳
の様式が異なります。応募する案件
に合致した様式を選択してください。
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８．ウ【様式3】経費内訳－２

再エネ水素

経費内訳の記入の仕方
【様式3-2】地域再エネ水素ステーションの記入例

着色セルのみに数値入力・記入してください。
（無色セルは自動計算されますが、必ず数値は

確認してください。

経費区分・費目は、
プルダウンリストから
選択してください。
なお、工事費に関して
は、「直接工事費」
「間接工事費」が判別
できるように選択して
ください。

積算内訳には、
名称、単価、数量が
判るように記入して
ください。

補助対象経費の合計
金額が表示されます。

補助対象経費の合計
金額が転記されます。

総事業費は、見積書等
の総額を記入

寄付金その他の収入は、
0円であれば「０」と
記入。
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９．ウ【添付２－１】見積書又は積算書・見積内訳

再エネ水素

〇〇株式会社様

株式会社△△

見積書

発行日:平成XX年XX月XX日

件 名:水素ｽﾃｰｼｮﾝ導入・設置工事

見積有効期限:平成XX年XX月XX日

総 額:〇〇〇,〇〇〇,〇〇〇円
（税抜き）

印

【様式3】経費内訳に記載した金額の根拠が判る見積書・見積内訳を添付すること。

内訳書

見積金額の詳細にあたる内訳

【添付2-1-1】 【添付2-1-2】



【
添
付
２
ー
１
ー
2
】

内
訳
書

【資料３】
法律に基づく事業
者であることを証
する、行政機関か
ら通知された許可
書等の写し

※該当の場合のみ

【
添
付
１
ー
３
】

ハ
ー
ド
対
策
事
業
計
算

フ
ァ
イ
ル

C
O

2
排
出
削
減
量
算
出
の

根
拠
と
な
る
資
料

【
添
付
２
ー
１
ー
１
】

見
積
書
又
は
積
算
書

様
式
3
の
金
額
の
根
拠
が

判
る
書
類

【
添
付
１
ー
１
】

地
図
、
仕
様
書
、
見
取
り
図
等

地
域
再
エ
ネ
水
素
ス
テ
ー
シ

ョ
ン
導
入
に
つ
い
て
は
、

対
象
事
業
の
要
件
を
確
認

で
き
る
書
類
を
添
付

【様式３】
経費内訳

ウ
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１０．応募の方法

正本（1部） 提出書類チェックリスト、ア～カ（アのみ原本、その他はコピー）

副本（1部） 提出書類チェックリスト、ア～ウ（正本のコピー）

CD-R/DVD-R 提出書類チェックリスト、ア～ウの電子データ

【資料１】
定款
又は

寄附行為

【資料１】
組織概要

申請者の業務内
容がわかるパンフ
レット等

エ

【資料２】
直近２期
貸借対照表
損益計算書

オ カ

※地方公共団体の場合は
・概要、代表者名がわかる資料
・補正予算確約書等、今年度の当該事業に
係る予算措置がわかる資料

○○県△△市

H30
地域再エネ水素ステーショ

ン導入事業
応募申請書

記入

再エネ水素

提出書類
チェックリスト

○
○
○
○
―
○

記入

【様式２】
実施計画書

イ

【
別
紙
１
】
暴
力
団
排
除
に

関
す
る
誓
約
事
項
印

ア

【様式１】
応募申請書

印

押印

※地方公共団体を除く

【
添
付
１
ー
2
】

そ
の
他

導
入
す
る
設
備
の
仕
様
書
や

図
面
等
、
申
請
書
に
記
載
し

た
内
容
の
根
拠
と
な
る
資
料

や
、
各
事
業
で
提
出
を
求
め

て
い
る
資
料

押印

応募資料
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再エネ水素



「応募申請書作成について」
終了いたします。

ご清聴ありがとうございました。

24再エネ水素


